
 令 和 ８ 年 ７ 月
 警 察 庁

 
１　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第19条第６項及び次世代

 育成支援対策推進法第19条第６項の規定による実施状況の公表
  (1)　働き方改革の取組の一層の推進・定着

目標項目 目標数値 令和７年実績 令和６年実績
年次休暇の平均取得日数 １７日以上 １５．８日 １６．０日

 
 　【取組内容】

 　　ア　重点的かつ効率的な業務運営
○　幹部職員等に対し、外部有識者による講演会を実施し、ワークライ　　　

フバランスに関する意識啓発を促進したほか、庁内の各種会議におい
て幹部職員からワークライフバランス推進に関する指示を行うなど、

 継続的にメッセージを発出した。　　　
　　　○　庁内の執務室において無線ＬＡＮ機能を活用し、幹部や定例会議へ

 の説明に席上端末の持ち込みやペーパーレス会議の活用を促進した。
　　　○　電話・電子メールによる報告や、不急案件の置き決裁を奨励したほ

か、案件に応じて関係者が集まり、一括での検討・判断による方針決
 定を推進した。

　　　○　ＲＰＡによる業務の合理化・効率化のための専門チーム（以下「Ｒ
ＰＡ専門チームという ）が、内部管理業務など各部局の定型業務に。

 係る自動化ツールを開発するなど、業務の効率化を促進した。
　　　○　ＲＰＡ専門チームの取組の一環として、汎用性の高いＲＰＡツール

（各種調査結果を自動集約するツール等）を作成し、全職員が閲覧可
能なポータルサイト上に掲載するなどして共有し、庁内全体の業務効

 率化を推進した。
　　　○　クローズドな警察内部ネットワーク上における文書要約、翻訳、プ

ログラムコードの生成等汎用的な機能を有する生成ＡＩ利用環境を構
築して本格運用を開始するなど、警察における業務の高度化・合理化

 を図った。
　　　○　スマートフォン等のグループチャット機能を活用し、庁舎外におい

ても、答弁内容を迅速に確認できるように体制を整備しているほか、
委員会の審議案件等を勘案し、待機を依頼する局部課を具体的に指示

 した上で、質問通告が出そろわないうちから庁内待機を縮小した。
　　　○　幹部職員等に対し、効率的な業務運営やワークライフバランスに資

 する取組に係る目標を設定させ、適切に人事評価へ反映させた。
　　　○　内閣人事局が提供する勤務時間管理システムを活用し、出勤状況の

一元把握のみならず、休暇取得、早出遅出勤務等に係る申請を電子化
 することにより、各種業務の効率化を図った。

 　　イ　働く時間と場所の柔軟化
○　職員の疲労蓄積防止や業務上の都合のための早出遅出勤務の例外規      

 定を設けるなど、勤務時間の割振りに係る見直しを実施した。
、 、　　　○　適切な公務運営の確保に配慮しつつ 希望する職員には可能な限り

 テレワークや早出遅出勤務等の柔軟な勤務形態の利用を促進した。
　　　○　職員個々の置かれている環境や働き方も多様化している中で、時代

に応じた新しい働き方のモデルを示すとともに、その定着を図ること
を目的として 「新しい働き方マニュアル」及び「テレワーク実践ガ、

 イド」を作成し、庁内に周知した。



　　　○　一部の執務室において、試行的にレイアウト変更工事等を行い、職
 場環境の改善を図った。

 　　ウ　勤務時間関係
　　　○　職員が超過勤務を実施する際には、その理由や所要見込み時間等を

上司へ事前報告させるようにし、管理職員等による部下の勤務時間の
正確な把握及び業務分担・業務の優先順位付けを適切に実施できるよ

 う努めた。
　　　○　幹部職員等に対し、上限時間を超えて職員に超過勤務を命ずる場合
　　　　には、当該超過勤務に係る整理分析等を行い、その結果を踏まえ、業
　　　　務の削減又は業務の効率化に取り組み、業務の在り方や処理方法の見
　　　　直し、計画的な業務遂行、自ら率先して退庁するなどの職場環境の整
　　　　備、人員配置の見直し等の超過勤務の縮減に向けた適切な対策を講じ

 　　　　るよう要請した。
　　　○　毎週水曜日の全庁定時退庁日に加え、所属ごとに定時退庁日を設定

 するなどして超過勤務縮減に努めた。
　　　○　各所属において、人事院規則15-14（職員の勤務時間、休日及び休

暇）に定める上限を超えて超過勤務を命ずる場合には、当該超えた超
過勤務を必要最小限のものとし、かつ、当該職員の健康の確保に最大
限の配慮をするとともに、当該超過勤務に係る要因の整理、分析及び

 検証に努めた。
　　　○　長時間勤務職員に対する健康管理医の面接を適切に実施して、個々

の超過勤務の要因と健康障害の有無を確認するとともに、その結果を
所属長へフィードバックし、所属単位で事後措置の報告を求めた。警
察特有の事案（事件、事故、自然災害等）における超過勤務は免れな
いが、幹部職員と当該職員に長時間勤務と健康との関連を意識付けさ

 せることで超過勤務を必要最小限にするよう努めた。
 　　エ　休暇の取得促進

　　　○　各職員がそれぞれの希望に応じた休暇が取得できるよう、各職員に
休暇計画表を作成させたほか、職員や家族の記念日等私的行事に合わ
せた休暇の取得や、週休日や休日と連続した休暇の取得を奨励するな

 どの環境づくりに努めた。
 

  (2)　適切なマネジメントの実施等
 　【取組内容】

 　　ア　対話・意思疎通の活性化等
　　　○　部下職員との個別面談の中で、担当業務の意義について説明して部

下職員のやりがいを喚起したり、各職員の強みや改善すべき点につい
てフィードバックをしたりするなどして部下職員の成長を積極的に促

 すとともに、キャリア形成に係る助言を行うように努めた。
　　　　　また、アンケート調査を実施の上、その結果を踏まえた取組方針を

 職員に還元し、留意事項について共有した。
 　　イ　部下職員の主体的な働き方、人材育成の促進等

　　　○　若手職員に対して行政実務上の基礎的な知識や業務の進め方につい
て、あらかじめ研修を行い、スムーズな通常業務の実施につなげるな

 どの人材育成を図った。
 　　ウ　幹部職員等のマネジメント能力向上のための取組等

　　　○　幹部職員に対し、外部有識者による講演会を実施し、マネジメント
 能力の向上に努めた。
     エ　職場環境の適切な把握

○　幹部職員等によるマネジメント状況を把握し、課題の発見や取組の　　　



改善につなげるため、職員のエンゲージメントや職場環境に係る調査
 を実施した。

 
  (3)　仕事と私生活の両立支援

目標項目 目標数値 令和７年度 令和６年度 目標設定時
  「男の産休※」を合計５日以上

１００％ ８２．０％ ８８．９％ ６０．０％  取得した職員の割合
（ ）平成30年度

。※配偶者出産休暇と育児参加のための休暇をいう

   男性の一週間以上の ８５％ ８７．６％ ８７．３％ ５０．０％
（令和４年度）育児休業取得率

 
 　【取組内容】

 　　ア　両立支援制度を利用しやすい雰囲気の醸成
 　　 ○　両立支援制度の周知と同制度を活用しやすい職場環境の整備に努めた。　

 　　イ　仕事と育児・介護との両立を図る職員への支援・配慮
 　　　○　職員の個別の事情を勘案しつつ、柔軟な人事管理を行った。

　　　○　職場の実態や職員の利用ニーズを把握し、保育施設やシッターサー
ビス等の育児支援サービスについて周知・運用しており、職員への生

 活支援を図った。
 　　ウ　職員が子育てをしながら活躍できる職場づくり

　　　○　男性職員による「男の産休」及び育児休業の取得促進により育児に
伴う休暇・休業を１か月以上取得させることを目指し、プライバシー
に配慮しつつ、各所属における対象職員の確実な把握や育児休暇等取
得計画の作成、人事担当課への報告、対象職員等の異動時の確実な引
き継ぎを徹底するとともに、取組が低調な所属に対しては、人事担当

 課から個別に連絡を行った。
　　　○　出産予定、育児及び介護等に関するコミュニケーションシートを活

 用し 個々の職員の事情に応じた配慮がなされるよう環境を整備した、 。
　　　○　育児休業職員に対し、メールを送付して情報提供するなどコミュニ

 ケーションを図った。
　　　○　フレックスタイム制の利用促進やテレワーク環境の整備により、仕

 事と生活を両立するための柔軟な働き方を推進した。
 　　エ　転勤に関する配慮　　

　　　○ 転居を伴う異動内示を早期に実施するなど、生活環境に大きな変化  
 を生じる地方勤務が命じられた職員への配慮を行った。

　　　○　都道府県警察での勤務について、これまで当該県内の居住が必須で
あったが、首都圏の一部ポストにおいては、都内の自宅からの出勤も

 可能とするなど、職員への配慮を行った。
○　人事異動において、内示の時期や配置先などワークライフバランス      

 に可能な限り配慮を行うよう各管区人事担当者に指示を行った。
 　　オ　総合的な福利厚生施策の推進

 　　　○　警察職員ピアサポート制度の推進
　　　　　職員への支援を行うピアサポーターに対する研修会や、ピアサポー

ターに対して専門的知見に基づく指導・助言等を行うピアサポート・
コーディネーターを対象とした研修会及び連絡会を開催したほか、執

 務資料の発出により制度の効果的運用に努めた。
 　　　○　ストレスチェックの結果の活用による職場環境の改善

　　　　　各所属長へ自所属のストレスチェック集団分析結果を配付するとと
もに、各所属長等の幹部を対象に集団分析結果の活用に関する講座を



開催するなど、幹部職員による集団分析結果の活用や職場環境の把握
と改善を促した。また、希望所属に対し、職場改善の取組についての
効果を測定する機会として２回目のストレスチェックを実施するな

 ど、実施結果の活用による職場環境改善に努めた。
 　　　○　生涯生活設計等に係る情報提供

　　　　　ライフサイクルプラン担当者研修会により厚生担当者に対する教養
を実施するとともに、年代別のライフサイクルプランセミナーにより

 職員への情報提供に努めた。
 

  (4)　女性の採用の拡大等        

     目標項目 目標数値 実績 実績 目標設定時
（ ） （ ） （ ）令和８年４月現在 令和７年４月現在 平成31年４月現在

  
警察庁本庁 ４９．３％ ４８．４％ ３４．０％

   国家公務員
附属機関  毎年度３５％ ３０．２％ ４０．７％ ２７．１％採用試験の

   合格者から
地方機関 ３９．７％ ４１．６％ ２３．６％採用した職員     

   に占める女性 総合職試験
毎年度３５％ ４０．６％ ３５．５％ ２５．９％の割合 の合格者

  技術系区分
毎年度３０％ ４６．５％ ２５．４％ １１．４％の合格者

 
 　【取組内容】

 　　実効性のあるきめ細やかな広報活動等の推進　　　　
　　　○　業務説明会等における女性職員を含めた若手職員との座談会の開

催、募集パンフレットにおける女性職員の積極的な活用、大学等で実
 施する業務説明会への女性職員の積極的な派遣等の取組を推進した。

　　　○　複数配置している採用担当の課長補佐等に女性を配置し、女性職員
 　　　　の採用を積極的に実施した。

 　　
  (5)　女性の登用目標達成に向けた計画的育成等

    目標項目 目標数値 実績 実績 目標設定時
（ ）（ ）令和７年７月現在 令和６年７月現在

    指定職 ５．０％ ７．２％ ７．５％ １．５％
（ ）に占める女性の割合 程度 平成30年７月現在

   本庁課室長相当職 ４．０％ ２．４％ ２．７％ １．２％
（ ）に占める女性の割合 程度 平成30年７月現在

   女性の登用 本庁課長補佐相当職 １０．０％ ５．６％ ４．２％ ３．２％
（ ）目標に向けた に占める女性の割合 程度 平成30年７月現在

 計画的育成 係長相当職 本庁のみ １３．０％ １４．２％ １４．１％ １３．２％（ ）
（ ）に占める女性の割合 程度 平成30年７月現在

    係長相当職 本庁のみ（ ）
３５．０％   のうち新たに昇任した ９．８％ ９．７％ ８．８％

程度 （ ）職員に占める女性の割合 令和３年７月現在

 
 　【取組内容】

 　　ア　人事管理の不断の見直し



　　　○　職員の能力・適性に応じた柔軟な人事管理を行うとともに、各役職
 や勤務年数に応じた研修を実施した。

 　　イ　幹部職員等の意識改革
　　　○　幹部職員に対し、外部有識者による講演会を実施し、警察庁におけ

 る女性職員の登用促進に向けた取組等への理解を促進した。
 　　ウ　女性職員の活躍への支援

　　　○　「女性職員のワークスタイル事例集」を活用し、ロールモデルとな
り得る職員の経験談の周知等によりキャリアパスを提示するなどし
て、女性職員のキャリア形成の支援や、仕事と育児の両立支援等に努

 めた。
　　　○　人事課幹部職員が定期的に職員と個別面談を行い、職員からの人事

 要望を把握し、柔軟な人事配置を実施した。
 　　エ　女性職員の更衣等のための施設整備

 　　　○　機関ごとに、女性職員が更衣、休憩等に利用できる場所の確保に努めた。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第21条の規定による情報
 の公表

  (1)  職業生活における機会の提供に関する実績
 ア　職員の給与の男女の差異（令和７年度）

 ○　全職員に係る情報　

 職員区分 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 ７９．５％
任期の定めのない常勤職員以外の職員 １０４．６％

全職員 ７８．９％
 

 ○ 「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階及び勤続年数別の情報
（※ 「任期の定めのない常勤職員」の基本給については、法律に定める俸給表

等に基づき決定されており、同一の級・号俸であれば、同一の額になってい

 る ）。 　
 

 ・　役職段階別
 （※　役職段階の考え方は以下のとおり。

指定職相当（一般職給与法の指定職俸給表（１号俸から８号俸）が適用

される職員 、本省課室長相当職（同法の行政職俸給表（一）７級から10）

級相当職の職員 、地方機関課長・本省課長補佐相当職（同俸給表５級及）

 び６級相当職の職員 係長相当職 同俸給表３級及び４級相当職の職員）、 （ ））

 役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

指定職相当 ９５．９％
本省課室長相当職 １０５．１％

地方機関課長・本省課長補佐相当職 ９９．９％
係長相当職 ９０．３％

 
 ・　勤続年数別

（※　勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公開の対象となる

年度までの年度単位で算出している （特定地方警務官（地方警務官のう。

ち、その属する都道府県警察において巡査の階級から順次警視の階級ま

で昇任し、引き続き地方警務官となった者）の勤続年数は、都道府県警

 察採用年度から換算している ）。）

 
 勤続年数 男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）
３６年以上 ８８．７％
３１～３５年 ９６．６％
２６～３０年 ８７．４％
２１～２５年 ８７．９％
１６～２０年 ８１．８％
１１～１５年 ９１．９％
６～１０年 ９５．５％
１～５年 ９６．４％

 
 



 【要因分析】
○　任期の定めのない常勤職員において男女の給与に差異が出ている主

 な要因として、
・ 近年、新規採用者に占める女性の割合が高まっていることから            

　　　　　　相対的に勤続年数が短く、賃金水準が低い女性職員の割合が高く
 　　　　　　なっていること

・ 扶養手当、単身赴任手当等については、女性職員のうち支給さ            
　　　　　　れている者の割合よりも、男性職員のうち支給されている者の割

 　　　　　　合の方が高いこと
 が考えられる。

○　職員数の計上の際、所定勤務日数に満たない職員については、月ご
とに、所定勤務日数に占める勤務日数の割合に応じた換算を行ってい
る （例：所定勤務日数が20日の月に10日勤務した職員については、。

 当該月は0.5人と計上する ）。
        

　　イ  採用した職員（中途採用を含む ）に占める女性職員の割合（令和７。
 年度）

女性割合
総合職 ３８．７％
一般職 ３８．５％
専門職 ３７．０％

 
  　 ウ　職員に占める女性割合（令和７年７月現在）

女性割合
１３．４％

 
     エ  管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（令和７年７月現在）

 （※　管理的地位にある職員とは、本庁課室長相当職以上の職員を指す ）。

女性割合
２．８％

 
  　 オ　各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和７年７月現在）

女性割合
指定職 ７．２％

本庁課室長相当職 ２．４％
本庁課長補佐相当職 ５．６％

係長相当職（警察庁内部部局のみ） １４．２％
 　 

     カ　中途採用の男女別実績（令和７年度）
     

男性 女性
５２人 １０人

 
 　　キ　機会の提供に資する制度の概要関係

○　相談窓口及び相談員を設置し、職員からのセクシュアル・ハラスメ
 ント等に関する苦情相談等に対応した。



○　セクシュアル・ハラスメント対策や適切なマネジメントの実施に資
 するよう、特定事業主として必要な研修を行った。

 
  (2)　職業生活と家庭環境との両立に資する勤務環境の整備に関する実績

     ア　離職率の男女の差異（令和７年度）
       　離職率○

 　　　 （※　自己都合による退職に限る ）。

男性 女性
２．１％ ２．２％

      
       ○　年代別離職率

（※　定年引き上げに伴い60歳となっても勤務を延長せず自己都合退職した職員　　　 
 についても、離職者として計上 ）。

年代 男性 女性
２４歳以下 ３．６％ １．０％

２５歳～２９歳 ３．５％ ３．３％
３０歳～３４歳 ３．６％ ２．５％
３５歳～３９歳 ０．８％ ０．８％
４０歳～４４歳 １．０％ ０．９％
４５歳～４９歳 ０．４％ ０．０％
５０歳～５４歳 ０．２％ ２．５％
５５歳以上 ６．１％ ６．８％

 
 　　イ  男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況（令和７年度）

 ○　育児休業取得率
 （※　非常勤職員の取得なし ）。

男性 女性
８７．６％ ９７．１％

 
 ○　育児休業の取得期間の分布状況

（※　構成比の数値は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、個々の集計

 値の合計は必ずしも100％とならない場合がある ）。

 （※　30日で１月とする ）。

 
  男性 女性
  １週間未満 ０．０％ ０．０％
  １週間以上２週間未満 ３．５％ ０．０％

 ２週間以上１月以下 ３７．６％ ０．０％
        １月超３月以下     ３０．５％      ５．９％

３月超６月以下 １３．５％ １１．８％
６月超９月以下 ４．３％ ５．９％
９月超１２月以下 ７．８％ ３２．４％
１２月超２４月以下 ２．８％ １７．６％

２４月超 ０．０％ ２６．５％
 

 　　ウ　「男の産休」の取得状況（令和７年度）
 



取得率
配偶者出産休暇（１日以上取得） ９６．３％

育児参加のための休暇（１日以上取得） ９１．９％
合計５日以上取得 ８２．０％

 　
エ　職員（管理職を除く ）一人当たりの正規の勤務時間を超えて命じら　　 。

 　　　れて勤務した時間（令和７年中の月平均）
 

平均超過勤務時間 
内部部局 ３２．０時間 

内部部局以外 １５．５時間
 
オ　職員（管理職を除く ）に占める、超過勤務を命じることができる上　　 。

 限を超えて命じられて勤務した職員の割合（令和７年度）

割合
内部部局 ２２．０％

内部部局以外 ２．４％
 
カ　管理的地位にある職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を超　　

 えて命じられて勤務した時間（令和７年度）

平均超過勤務時間
内部部局 １２．０時間

内部部局以外 １．３時間
 
キ　管理的地位にある職員に占める、超過勤務を命じることができる上限　　

 を超えて命じられて勤務した職員の割合（令和７年度）

割合
内部部局 ３．５％

内部部局以外 ０．１％
 

 　　ク　年次休暇の平均取得日数（令和７年）

平均取得日数
１５．８日

　　ケ　職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の
 概要関係

○　適切な公務運営の確保に配慮しつつ、早出遅出勤務やテレワーク等　　　
 の柔軟な勤務体制の利用を促進した。

　　　○　６月から９月までの間における、年次休暇９日・夏季休暇３日（連
続）の積極的な取得を推進した。また、通年における年次休暇につい

 ても積極的に取得するよう推進した。


